
平成２１年度 １月補正予算参考資料

（注）今回は緊急雇用経済対策であり、従前表示しているトータルコスト標記については、省略します。



平成２１年度一般会計補正予算説明資料
５款 労働費

［ ］（ ）１項 労政費 雇用人材総室 雇用就業支援チーム 内線:７２２９
（ ）１目 労政総務費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備 考

起 債 その他 一般財源国 庫 支 出 金

鳥取県緊急雇
用創出事業臨 3,620,000 1,500,000 5,120,000 1,500,000
時特例基金造
成事業

説明

１ 事業の概要
国の２１年度２次補正予算の中で 「重点分野雇用創造事業（仮称 」分として追加配分が、 ）

予定されている緊急雇用創出事業臨時特例交付金により、鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例
基金を積み増しする。

２ 事業内容
（１）事業費

１５億円

（２）基金対象期間
平成２２年度末まで

（３）重点分野雇用創造事業（仮称）について

①重点分野雇用創出事業
緊急雇用創出事業のうち重点分野（介護、医療、農林水産、環境・エネルギー、観光、

地域社会雇用の６分野）に該当する事業について、民間企業等への委託事業として実施。
（雇用期間：１年以内）

②地域人材育成事業
重点分野の６分野について、雇用しながら行うＯＪＴ、Ｏｆｆ-ＪＴの組み合わせに

よる人材育成を民間企業等への委託事業として実施。
（雇用期間：原則１年以内）

（参考）重点分野雇用創造事業（仮称）の例

区分 事業名 事業概要
雇用創
出人数

（重点分野雇用創出事業）

介護
現任介護職員等研修支
援事業

介護職員等の資質向上と雇用創出のため、介護サービス事業者等が
雇用中の介護職員等の研修派遣の際に、代替職員を雇用する。

50

医療 女性医師就業支援事業
女性医師の就業支援のため、女性医師、大学、医学生、医療機関、行
政の関係者による懇話会を開催し、具体的な施策を検討する。

1

観光
2012国際マンガサミット
ｉｎ鳥取誘致推進事業

広く県民に「まんが王国とっとり」をPRし認知度向上を図るとともに、国
際マンガサミット誘致を目指した取組を行う。

2

山陰海岸ジオパーク外国
人訪問者対策事業

広く外国からの旅行者にも山陰海岸ジオパークの魅力を満喫していた
だくため、英語で地学的な特徴を説明するガイドを配置する。

2

環境・エ
ネルギー

鳥取県版環境管理システ
ム（TEAS)普及事業

鳥取県版環境管理システム（TEAS)を普及するため、ＴＥＡＳ普及促進
協議会の立ち上げ及び協議会の事務を行う。 

1

地域社会
雇用

地域安全パトロール委託
事業

県民の安全と安心の確保のため、市部の駅周辺駐車場、スーパー、及
び学校・幼稚園周辺等における安全パトロールを行う。

13

道路整備効果調査事業
道路整備の事業効果等公表の基礎資料とするため、通行車輌のドライ
バー及び周辺住民に対して、アンケート調査を行う。

12

(地域人材育成事業）

介護
「働きながら資格をとる」
介護雇用プログラム事業

失業者等を介護職員として雇用し介護資格（介護福祉士、ヘルパー
等）研修を受講させる事業を介護施設等に委託する。

80
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料

経済通商総室［企画調査チーム （内線:７８９０）］
（単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補正前 補 正 計 備 考

起 債 そ の 他 一般財源国 庫 支 出 金

経済成長戦略
推進交付金事 0 (200,000) (200,000) (200,000)
業

説明 【ふるさと雇用再生特別交付金事業】

１ 事業の概要
鳥取県経済成長戦略に基づき、県内産業の戦略的推進分野への構造転換を進めるため、ふ

るさと雇用再生特別基金により、大企業等で離職した専門知識を有する経験豊富な人材等を
活用しながら、県内企業の研究開発等を促進する。

〔背 景〕
人口減少下において、持続可能な安定した経済成長を目指すため、鳥取県経済成長

戦略を策定作業中(２月中に公表予定)。戦略的推進する分野について、企業等の研究
開発や販路開拓を強力に推進する必要がある。

２ 事業内容
鳥取県経済成長戦略に基づき、戦略的推進分野等に係る研究開発等を行う県内事業者を企

画公募。事業認定した事業者に対して委託契約を締結し、必要な経費を交付する。

〔事業認定の要件〕

事業内容 鳥取県経済成長戦略に基づく戦略的推進分野等の推進に取組む事業

平成２４年３月末以内事業期間

１名以上新規雇用し、雇用期間が１年以上の雇用契約を締結雇用期間

７００万円以内（１名雇用の場合）
限度額等

（事業費に占める新規雇用の人件費割合は１／２以上）

３ 事業費 交付金総額 ２００，０００千円

〔参考〕
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料
７款 商工費

２項 工鉱業費 産業振興総室［企業立地推進チーム］（内線:７６６４）
１目 工鉱業総務費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備 考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

「もっと働きた
い！」を応援す 0 159,000 159,000 51,800 107,200
る鳥取県雇用促
進事業

説明 【「国１次補正 地域活性化・経済危機対策臨時交付金」充当事業】

１ 事業の概要
今年度末から来年度にかけて企業の採用を後押しするため、平成２２年２月１日を基準と

した｢正規雇用創出奨励金」、及び雇用要件を緩和した｢大量雇用創出奨励金｣を支給
し、県内企業への雇用促進を図る。

〔背 景〕
景気低迷の長期化により、県内企業においては更なる人員整理が進むなど雇用環境

は一段と厳しさを増している。とりわけ、今春の高等学校卒業予定者に係る就職率は、
６３．９％（１１月時点）と６年ぶりの低水準にとどまっている。

２ 事業内容
新規 対象

事業名 支給対象事業主 支給対象労働者 支給額
雇用者数 期間

次のいずれかの事業主 １００万円／人
①企業立地補助金(※１)の １人以上 ・正規雇用者 （６ヶ月ごとに

正規雇用創出 認定 （２/１時点 （雇用期間の定め ５０万円） H22.2
奨励金 ②企業立地促進法に基づ か ら の 純 増 の無い労働者で ～

く立地計画の承認 分のみ対象） 所定労働時間週 （ 事 業 集 約 等 に H23.3
③経営革新計画の承認 ３０時間以上） よ る 県 外 か ら （1年間）

④情報通信関連雇用事業 の 転 入 者 は 半

補助金の認定 額支給）

知事の認定 ・雇用保険の被
を受けた年 保険者 ７０万円／人

大量雇用創出 情報通信関連雇用事業補助 間５０人以 ・常時雇用者 H22.2
奨励金 金の認定 上の雇用計 （週３０時間以上） ～

画 又は H23.3
※正規雇用創出奨励金との (※２) 短時間労働者 （1年間）

併給不可 （週２０時間以上）

・６ヶ月以上雇
用

（※１）「正規雇用奨励金」の事業主要件の一つとなっている「企業立地補助金」について、
採択要件を緩和するための条例改正につき、併せて提案予定。

（※２）平成２０年度事業の大量雇用創出奨励金では「年間１００人以上の雇用計画」としていたが、
「年間５０人以上の雇用計画」に緩和。

【必要経費等】
（正規雇用創出奨励金所要額）

Ｈ２２年度：１百万円×２４８人×１／２＝１２４百万円
Ｈ２３年度：１百万円×２４８人×１／２＋１百万円×８５人＝２０９百万円

※雇用創出数① 248人＋85人＝333人 合計： ３３３百万円

（大量雇用創出奨励金所要額）
Ｈ２２年度：雇用奨励金７０万円×５０人×１／２×２社＝３５百万円
Ｈ２３年度：雇用奨励金７０万円×５０人×１／２×２社＝３５百万円
※雇用創出数② 50人×２社＝100人 合計： ７０百万円

※本事業による雇用創出総数（①＋②）→ ４３３人
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料
５款 労働費

１項 労政費 雇用人材総室［雇用就業支援チーム （内線:７２２９）］
１目 労政総務費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備 考

起 債 一般財源国 庫 支 出 金 その 他

債務負担 債務負担 債務負担
行為額 行為額 行為額〔 〕債務負担行為

緊急雇用創出事 0 4,100,000 4,100,000
業

1,782,297 0 1,782,297

説明

１ 事業の概要
鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用し、離職を余儀なくされた失業者に対して一

時的な雇用･就業機会の創出等を行う緊急雇用創出事業及び重点分野雇用創造事業（仮称）
を実施。年度当初から事業着手できるよう委託先等との調整を含めた事前準備を行う。

２ 事業内容
（１）緊急雇用創出事業 ２,６００,０００千円

平成２０年度及び２１年度に、国から交付された緊急雇用創出事業臨時特例交付金によ
り創設した鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用して、新たな雇用創出事業を行う。

①県実施分：１,３００,０００千円
県が民間企業、ＮＰＯ法人その他の法人等に対する委託により行なう事業及び自ら実施

【雇用創出効果】５５０人程度する事業によって新規雇用を創出。

②市町村実施分：１,３００,０００千円
県と同様の事業を行なう市町村へ補助金（補助率１０/１０）を交付することにより、

新規雇用を創出。

（２）重点分野雇用創造事業（仮称） １,５００,０００千円
国の２１年度２次補正予算で、重点分野雇用創造事業(仮称)分として追加配分が予定さ

れている緊急雇用創出事業臨時特例交付金により、積み増しする鳥取県緊急雇用創出事業
臨時特例基金を活用して、新たな雇用創出・人材育成事業を行う。

【雇用創出効果】６００人程度（国設定平均単価での試算値）

（重点分野雇用創出事業）
緊急雇用創出事業のうち重点分野（介護、医療、農林水産、環境・エネルギー、観光、

地域社会雇用の６分野）に該当する事業について、民間企業等への委託事業により実施。

（地域人材育成事業）
重点分野の６分野について、雇用しながら行なうＯＪＴ、Ｏfｆ-ＪＴの組み合わせによ

る人材育成を民間企業等への委託により実施。

※「働きながら資格をとる」介護雇用プログラム事業については、Ｈ２３年度も継続
する予定。 （１６５，０００千円）

（ 緊急雇用創造事業の概要）

３ 債務負担行為額 ４,１００,０００千円
（平成２２、２３年度）
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料
５款 労働費

１項 労政費 雇用人材総室［雇用就業支援チーム （内線:７２２９）］
１目 労政総務費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備 考

起 債 その他 一般財源国 庫 支 出 金

債務負担 債務負担 債務負担
行為額 行為額 行為額〔 〕債務負担行為

ふるさと雇用再 0 2,120,000 2,120,000
生特別交付金事
業 1,818,619 0 1,818,619

説明

１ 事業の概要
鳥取県ふるさと雇用再生特別基金を活用した事業により、地域求職者等に対し継続的雇

用機会の創出を図るため、年度当初から雇用できるよう雇用先との調整を含めた事前準備
を行う。

２ 事業内容
平成２０年度に国より交付された、ふるさと雇用再生特別交付金により創設した鳥取県

ふるさと雇用再生特別基金を活用して、平成２１年度からの継続事業及び新たな雇用創出
事業を行う。

①県実施分 ：９８０,０００千円
県が民間企業、ＮＰＯ法人その他の法人等に対する委託により行う事業によって、継続
雇用及び新規雇用を創出する。 【雇用創出効果】１９０人程度

②市町村実施分 ：１,１４０,０００千円
県と同様の事業を行う市町村へ補助金（補助率１０/１０）を交付することにより、継続
雇用及び新規雇用を創出する。

３ 債務負担行為額 ２,１２０,０００千円（平成２２年度）

ふるさと雇用再生特別交付金事業の概要
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料

５款 労働費

２項 職業訓練費 雇用人材総室[労働政策チーム]（内線:７２２３）

２目 職業訓練校費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 備 考計

起債 その他 一般財源国庫支出金

債務負担 債務負担 債務負担 債務負担

行為額 行為額 行為額 行為額〔 〕債務負担行為

職業訓練事業費 68,251 34,020 102,271 34,020

341,166 0 341,166

説明

１ 事業の概要

県立高等技術専門校で実施する職業訓練に要する経費。

〔背景〕

厳しい雇用情勢に対応するため、離職者を対象とした訓練を大幅に拡充したところだが、

雇用情勢は依然として厳しい状況（１１月有効求人倍率０．４９）

＜離職者訓練＞Ｈ２０：３１コース、３１８人⇒Ｈ２１：７５コース、１，１７０人

２ 事業内容

、 （ ）２２年度に実施する離職者訓練のさらなる充実を図るため 介護福祉士養成科 ２年コース

の定員を大幅に拡充し、成長分野である介護分野の雇用及び人材育成を促進する。

また、この増員分について４月当初から訓練を開始するため、債務負担行為を設定する。

（２月から訓練生募集を開始）

【定員】当初計画(介護福祉士養成科)：１０名⇒補正後：２５名

＜介護福祉士養成科定員＞（２２年度開始分）

定員

校名 当初計画 計
今回補正

（債務負担行為設定済）

倉吉校 ５ １０ １５

米子校 ５ ５ １０

計 １０ １５ ２５

（実施方法：民間教育訓練機関に委託して実施）

３ 債務負担行為額

３４，０２０千円（平成２２、２３年度）

＜内訳＞

年度 債務負担行為額

２２年度 17,010

２３年度 17,010

計 34,020
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料

経 営 支 援 課（内線：７２６８）
６款 農林水産業費 森林・林業総室（内線：７３００）

１項 農 業 費 水 産 課（内線：７３１５）
１目 農 業 総 務 費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補正前 補 正 計 備考

起債 一般財源国庫支出金 その他

債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為鳥取暮らし農林水産
就業サポート事業 306,344 306,344 306,344

216,251 0 216,251

事業内容の説明

１ 事業概要
県内はもとより県外の求職者等に農林水産業へのＩＪＵターンを積極的に推進し、農林水産業における

担い手を確保・育成するため、新規就業希望者や雇用調整を受けた求職者等に対する研修を実施し、県内
農林水産業の雇用促進と活性化を図る。

２ 事業内容

債務負担 雇用創
事 業 名 事 業 内 容 助成対象 助成期間 行 為 額 出目標

(千円) (名)

鳥 取 県 新規就業者早 農業法人、 １２ヶ月 101,232 １００新規就農希望者等を新たに雇
版 農 期育成支援事 農業者等「 」 用する農業法人等に対し、OJT

研修を行うのに必要な経費をの 雇 用 業
助成農 緊 急 支

援事業
就農研修支援 農地保有合 １２ヶ月 57,223 ４０新規就農を希望する者と雇用
事業 理化法人契約を締結し、農業大学校等

への研修派遣や自ら研修を行
う農地保有合理化法人に対し、
研修費等を助成

業
県産農林水産 食品加工業 １２ヶ月 34,287 ２０県産農林水産物を利用した加
物加工業者雇 者工品等の開発・販売を行うため

に、離職者等を新たに雇用す用支援事業
る食品加工業者に対し、研修
費等を助成

計 192,742 １６０

鳥取県版緑の雇用対策 林業事業体 １２ヶ月 53,203 ５０新規就労者を雇用する林業事
林 緊急支援事業 ( )業体に対し、OJT研修等を行う 基本研修

ために必要な経費を助成

木材産業雇用対策緊急 製材工場等 １２ヶ月 26,325 １５新規就労者を新たに雇用する
支援事業 の事業体製材所等の事業者に対し、OJ

T研修等を行うために必要な経業
費を助成

計 79,528 ６５

水 漁業雇用促進緊急対策 漁業経営体 １２ヶ月 34,074 １５新規漁船員を雇用し、研修を 、
事業 漁業者等実施する漁業経営体等に対

し、研修等を行うのに必要な経産
費を助成

合 計 306,344 ２４０

鳥取県版農の雇用対策緊急支援事業費 192,742千円（平成22～23年度）３ 債務負担行為限度額
鳥取県版緑の雇用対策緊急支援事業費 53,203千円（平成22～23年度）
木材産業雇用対策緊急支援事業費 26,325千円（平成22～23年度）
漁業雇用促進緊急対策事業費 34,074千円（平成22～23年度）
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料
７款 商工費

１項 商業費 経済通商総室［経営支援チーム （内線:７６５８）］
３目 金融対策費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備 考

起 債 その他 一般財源国 庫 支 出 金

[制度要求]
企業自立サポ 8,517,758 8,517,758〔 〕制度要求
ート事業（制
度金融費）

説明

１ 事業の概要
世界的な金融危機などの影響を受け、経営安定支援借換資金（21年２月創設）及び経営活

力再生緊急資金（21年10月創設）の２１年度末の融資実績見込みが、既存融資枠を上回るこ
とから、融資枠を拡充する。

※経営安定支援借換資金：返済負担軽減のための信用保証付き資金の借換資金

※経営活力再生緊急資金：セーフティネット保証（＝緊急保証（793業種 ）を活用したニューマネー資金）

２ 事業内容
（１）経営活力再生緊急資金の融資枠再拡充

（現計融資枠）１８０億円 ⇒ ＜拡充後融資枠＞ ３８０億円（２００億円増額）

※融資実績（H21.10.19～H21.12.31） 約１７２億円

（２）経営安定支援借換資金の融資枠拡充

（現計融資枠） ９８億円 ⇒ ＜拡充後融資枠＞ １３０億円（３２億円増額）

※融資実績（H21.4.1～H21.12.31 ） 約９２億円）

【融資枠の内訳】
拡充後融資枠 現計融資枠 増 減

資 金 名
① ② ①－②

経営活力再生緊急資金 ３８０億円 １８０億円 ２００億円
経営安定支援借換資金 １３０億円 ９８億円 ３２億円
そ の 他 の 制 度 融 資 ２３１億円 ２３１億円 －

合 計 ７４１億円 ５０９億円 ２３２億円

【これまでの融資枠拡充の状況】
資 金 名 当 初 ６月補正 ９月補正 11月議会(注)

経営活力再生緊急資金 － － ８０億円 １８０億円
経営安定支援借換資金 ８０億円 ９８億円 ９８億円 ９８億円
そ の 他 の 制 度 融 資 ３０２億円 ３３１億円 ３３１億円 ２３１億円

合 計 ３８２億円 ４２９億円 ５０９億円 ５０９億円
(注)１１月議会欄は、他の制度融資の融資枠を組み替え、既存融資枠内で対応

※今回の融資枠拡充に対応する予算(利子補助)は、２２年１～３月の融資実行分に係る利子補助金(２２年

９月交付)であり、２２年度当初予算で対応予定。

〔利子補助の交付時期〕

（１～６月分）⇒ ９月利子補助交付 （７～１２月分）⇒ 翌年３月利子補助交付
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料
７款 商工費

［ ］（ ）２項 工鉱業費 産業振興総室 産学金官連携チーム 内線:７６６３
２目 中小企業振興費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備 考

起 債 そ の 他 一般財源国 庫 支 出 金

（新）
とっとりバイ
オフロンティ 0 18,602 18,602 18,602
ア施設整備事
業

【 国１次補正 地域活性化・経済危機対策臨時交付金」充当事業】「
説明

１ 事業の概要
鳥取大学が有する染色体工学技術の研究成果等の実用化・事業化を促進しながら、県内へ

のバイオ産業集積を図ることを目的として、バイオ技術に係る研究開発や専門技術者の育成
等を行う産学官連携拠点「とっとりバイオフロンティア」施設整備に係る設計委託を行う。

２ 事業内容
「とっとりバイオフロンティア」施設整備に係る設計委託料（１８，６０２千円）

※とっとりバイオフロンティア施設の整備概要（現時点での想定）

（場 所）鳥取大学米子キャンパス内（米子市）

（規模、建設費）延べ床面積約1,250㎡（鉄骨造、３階建）
建設費約４億円程度
※施設内の大型研究設備等については、地域産学官共同研究拠点

整備事業（国の１次補正予算）を活用して整備

（主な施設）貸し研究室：入居企業の研究開発
共通実験室：機器分析、遺伝子・細胞実験等
研修室、会議室：動物実験技術者等の人材育成
事務室：施設管理
※動物飼育施設については、鳥取大学の既存施設を利用して整備

※整備スケジュール（予定）
H22.2～ 設計
H22.8～ 工事
H23.4～ オープン

３ 背景（これまでの経緯）
○「都市エリア産学官連携促進事業（一般型 」を実施し、鳥取大学のヒト人工染色体工）

学技術を利用したヒト型遺伝子マウスの製作、食品等の機能性評価システムの開発等
を行い、地域産業に貢献するバイオに関する産学官連携の基礎を構築 （H18～20年度）。

○産学官の関係機関により、とっとりバイオフロンティアを拠点として、新産業創出や
県内産業の高付加価値化を目指すための協力・支援・連携を確認する覚書「とっとり
バイオフロンティア設置覚書」を締結 （H21.5）。

○平成２３年４月の開所を目指して、とっとりバイオフロンティア施設の基本計画（施
設規模、設備概要等）を策定 （H21.6）。

○とっとりバイオフロンティア施設における研究設備等の整備財源として、地域産学官
共同研究拠点整備事業(文部科学省・JST事業)に採択(採択額９億円) （H21.12）。
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料

２款 総務費 ２項 企画費 ２目 計画調査費 観光政策課（内線：７６３７）

４款 衛生費 ２項 環境衛生費 ４目 環境保全費 公園自然課（内線：７２００）

（単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補正前 補 正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

山陰海岸世界ジオパー

クネットワーク加盟推 18,661 7,172 25,833 2,400 4,772

進事業

〔観光政策課 所管〕

（新）

自然公園等管理費

（浦富海岸地区ジオパ 0 10,542 10,542 3,600 6,942

ーク看板整備）

〔公園自然課 所管〕

【国１次補正「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」充当事業】
事業内容の説明

１ 事業の目的
山陰海岸世界ジオパークネットワークへの加盟を推進するため、今年５月～１０月の間に予

定されている現地調査に向けて特に急がれる事項について必要な事業を実施するものである。

（単位：千円）２ 事業の概要
区 分 補正額 内 容

１ 関係市町住民への機運醸成

①地元住民及び観光事業 140 鳥取市、岩美町の住民等を対象とした山陰海岸ジ
者・交通事業者等に対 オパークについての学習会を開催する。
する学習会の開催 （各市町２回ずつ）

②ジオパーク特集記事 山陰海岸ジオパークを広く県民にＰＲするため、
新聞掲載 672 新聞に特集記事を定期的に掲載する。

２ ジオツアーの造成

ジオツアー造成委託 4,060 旅行会社から旅行商品の企画案を募集（ジオパー
クをテーマとしたメニューオーディション）し、
優秀な企画４点に対し商品造成の委託を行う。

※明許繰越 4,000千円
３ 受入れ態勢整備

〔補助対象者〕鳥取市等
①ジオパーク案内板 〔補助率〕１／２

整備補助金 2,000 〔補助対象経費〕
ジオパークに関する看板製作及び既存看板等
に添付するシール作成等に要する経費

※明許繰越 2,000千円
② ジオパーク看板整備費（既設看板の盤面張替え）自然公園等管理費

〔設置者〕鳥取県（浦富海岸地区
10,542 〔設置場所〕浦富海岸の自然歩道沿線ジオパーク看板整備）

〔看板数量〕案内板６基、解説板７基ほか
〔公園自然課 所管〕 ※明許繰越 10,542千円

③パンフレット増刷経費 山陰海岸ジオパーク推進協議会で、改訂中のパン
300 フレットを増刷し、広く県内外にＰＲする。

※明許繰越 300千円
４ 外国人対策

外国人観光客に対応するため、鳥取砂丘事務所、
外国人対応ガイドの雇用 山陰海岸学習館に各１名ずつ計２名外国人対応ガ

（775） イド（英語）を採用し配置。
＊商工労働部において既に予算措置済みである、

緊急雇用基金を活用。
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料

４款 衛生費

２項 環境衛生費 環境立県推進課（内線：７８９５）

（ ）４目 環境保全費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

（新）

スマートタウン推進

可能性調査事業 0 72,500 72,500 72,500

（ 緑の分権改革」「

推進事業）

説 明

１ 目的

県内におけるクリーンエネルギー資源の把握とその活用に係る調査事業を行うことにより、地域

資源であるクリーンエネルギーを最大限活用していく仕組みづくりを推進する。

２ 補正予算の概要

「 」 （ ） 、総務省平成２１年度第２次補正 緑の分権改革 推進事業 国庫１０／１０委託事業 を活用し

次の調査事業を行う。

（１）県内におけるクリーンエネルギー資源の賦存量調査（5,000千円）

・県内において活用されうる、太陽光、風力、小水力、バイオマス資源、地熱等の全体調査

（２）クリーンエネルギー活用の具体的な事業展開のための実証調査（44,000千円）

、 、 、 、 、・スマートタウンの推進に向けて 太陽光 風力 小水力 地熱等の利用を見据えたデータ収集

シミュレーション、分析及び本県の特性に応じた地域モデルや企業連携モデルの設定による発

電システムの実証実験の実施等

・ヒアリングやアンケート等を通じたクリーンエネルギーの活用に係る課題の把握、整理及び本

格実験に向けたデータ収集、シミュレーション、分析

（３）市町村単位の調査を行う市町村への委託（22,500千円）

（４）会議費（1,000千円）

調査事業の遂行に必要な情報交換、意見交換、検討のための会議の開催

※ スマートタウン

本事業では、ＩＴ（情報通信技術）を活用することで、クリーンエネルギーの大量導入と省エ

ネルギー化の促進を図り、ＣＯ２の排出を削減するためのまちづくりをイメージ。
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料

６款 農林水産業費
１項 農業費 生産振興課（内線：7272）
６目 農作物対策費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補正前 補 正 計 備考

国庫支出金 一般財源起債 その他

（新）
平成２１年度雪害
園芸施設復旧対策 0 1,874 1,874 1,874
事業

事業内容の説明

１ 事業概要

平成２１年１２月３１日から平成２２年１月１日の積雪により、琴浦町赤碕地区でミニトマ

トやメロンのビニールハウスが倒壊したため、被害を受けた園芸施設の復旧に係る経費に対し

て助成を行い、被災農家の経営支援と産地の維持復興を図る。

２ 事業内容

事業実施主体 農業者、生産組織、農業協同組合
負担区分 県１／３（市町村の負担は任意）
補助対象 施設園芸ハウスの復旧費

事業量 １，０７６㎡（施設園芸ハウス（野菜 ））
事業費 ５，６２２千円

○設置費 4,930千円／１０ａ×1,076㎡＝5,300千円

○撤去費 300千円／１０ａ×1,076㎡＝ 322千円
補助金額 １，８７４千円（５，６２２千円×１／３）

（参考）被害の状況
＜主な被害の内容＞
施 設 等 地 域 棟数 面 積 品目等

ビニールハウス 琴浦町 ４棟 １，６２６㎡ ミニトマト、メロン

＜ハウスの復旧希望状況＞
棟 数 面 積

３棟 １，０７６㎡
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料
６款 農林水産業費

２項 畜産業費 畜産課（内線：7288）

２目 畜産振興費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補正前 補 正 計 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

肉豚経営安定対策事業 55,263 84,839 140,102 84,839

事業内容の説明

１ 事業概要

肉豚価格が大きく低落した場合、農家経営のセーフティネットとして、肉豚価格と発動基準価格（経営継続

可能な額として４５０円／kgを設定）との価格差の１／３を補てんしているところであるが、今年度は、景気低迷

による消費の減退と国内生産量の増加により、肉豚価格の低迷が続いており、全期間を通して事業発動が見

込まれ、想定される補てん額が予算額を上回るため、補助金の増額を行う。

２ 事業内容

（第３四半期想定補てん額） （第４四半期想定補てん額） （予算残額） （補正額）

６０，４２９千円 ＋ ４４，０２７千円 － １９，６１７千円 ＝ ８４，８３９千円

項目 第３四半期 第４四半期

単価 ３５９円／ｋｇ ３５０円／ｋｇ（見込）

補てん頭数 ２７，２９４頭（最大見込） ２７，７４２頭（最大見込）

１頭当たり枝肉重量 ７３kg

４４，０２７千円（※１）

補てん額 ６０，４２９千円 国の追加対策（※２）の対 国の追加対策の対象

象となるもの とならないもの

（Ａ＋Ｂ）＝ ３５，２１９千円 Ｃ＝８，８０８千円

※１ 第４四半期の補てんについては、４４０円／kg～４００円／kgの部分については国の追加対策を活用

し、それ以外の部分について県事業で補てん。

〈第３四半期〉 〈第４四半期〉

※２ 国の追加対策

国は肉豚価格が４４０円／kgを下回った場合、２０円／ｋｇを上限として１／２を補てんする追加対策を、平成

２１年度第４四半期のみ実施する。ただし、対象頭数は平成２０年度第４四半期補てん実績頭数以内である。

350円／kg 350円／kg

国

生
産
者400円／kg

県 Ｂ

Ｃ

〈追加対策〉
20円／kgが上限
（40円／kgの1/2）

国の追加対策の対象と
ならないもの

3,620頭

国の追加対策の対象となるもの
24,122頭

（20年度第4四半期補てん実績頭数）

生
産
者

県

450円／kg 450円／kg
県 Ａ

440円／kg

450円／kg

生
産
者

県

359円／kg
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平成２１年度一般会計補正予算説明資料
６款 農林水産業費

（ ）３項 農地費 道路企画課 内線：７３５２
（ ）２目 土地改良費 道路建設課 内線：７６２３

８款 土木費
２項 道路橋りょう費

２目 道路橋りょう維持費
３目 道路橋りょう新設改良費

５項 都市計画費
２目 街路事業費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補正前 補 正 計 備 考

起債 その他 一般財源国 庫 支 出 金

県費負担［ ］単県公共事業 <535,940> 負担金
地域活力基盤創 14,414,901 3,416,000 17,838,901 2,337,200 839,000 38,190 201,610

737,550造交付金事業

県費負担［ ］一般公共事業 <143,833> 負担金
農業農村整備 2,087,941 565,530 2,653,471 282,765 221,000 37,890 23,875

167,708事業

県費負担［ ］一般公共事業 <13,000>
地域自立・活性 210,000 35,000 245,000 15,750 13,000 0 6,250

19,250化交付金事業

事業内容の説明
１ 概要

地域活力基盤創造交付金、農道整備（広域営農団地農道、基幹農道）事業、地域自立・活
性化交付金の追加認証があったもの。

２ 事業内容
・地域活力基盤創造交付金事業

事業名 補 正 説 明

災害防除 178,000 (一)泊絹見青谷線他１５箇所

交通安全施設 145,000 (主)倉吉福本線他８箇所

雪寒 50,000 (主)倉吉江府溝口線他１箇所

補修 75,000 (主)鳥取鹿野倉吉線他７箇所

橋りょう補修 298,000 一般国道３１３号（第二わらび橋）他２１箇所

県道改良 1,045,000 (一)河原インター線他１１箇所

国道改築 1,055,000 一般国道１８１号（岸本バイパス）他５箇所

街路事業 570,000 宮下十六本松線他３箇所

農業農村整備事業・

事業名 補 正 説 明

広域営農団地農道 105,000 東伯中央地区
整備事業

基幹農道整備事業 460,530 南大山５期地区他３箇所

・地域自立・活性化交付金事業

事業名 補 正 説 明

伯耆歴史展示施設 35,000 一般国道１８１号(岸本バイパス)関連

（注）起債欄の上段＜ ＞書きは、交付税措置額を除いた金額である。
。県費負担は、起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算した額である
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条例関係 産業振興総室［企業立地推進チーム］

区

鳥取県企業立地等事業助成条例の一部改正について

分

１ 提出理由

厳しい経済環境の中で、県内における企業の立地の促進及び雇用機会の拡大を図り、

もって県内の経済の活性化に資するため、企業立地事業の助成に係る要件を緩和する等

所要の改正を行う。

２ 概 要

提 現在実施している、企業立地補助金の交付要件緩和措置を拡充することにより、県内

中小企業の投資意欲を刺激し、新規事業展開などの積極的な取組と併せて雇用創出を促

進する。

出 〔背 景〕

○厳しい経済環境ではあるが、企業にとっては生き残りをかけた新たな事業展開

や設備投資が必要。

○しかし、余剰人員を抱えながらも雇用維持に努めている中小企業にとっては、

理 雇用を伴った投資は困難であり投資額も減少。

○現在、県内中小製造業に対し、企業立地補助金の交付要件を緩和中であるが、

それでもハードルが高いという企業が多く存在。

由
改 正 後 改 正 前

製造業の場合(製造業以外の業種は変更なし)

及 投 資 額
県内中小企業

３，０００万円超 ５，０００万円超

(H22.02～23.03) （H21.02～23.03緩和中）

そ の 他 １億円超（変更なし） １億円超

び

製造業の場合（製造業以外の業種は変更なし）

新規雇用労働者数
県内中小企業

３人以上 ５人以上

概 (H22.02～23.03) （H20.04～22.03緩和中）

そ の 他 １０人以上（変更なし） １０人以上

要

※平成２３年３月３１日までの期限内の特例措置

- 15 -


